
 

 

 
 
 
１．はじめに 

 高齢化率の上昇により、福祉の需要が拡大し日本社

会へ大きな負担となっている。また、人口減少による

空き家や空き施設等のストック活用も課題となってい

る。リノベーションやコンバージョンによる建築物の

再利用の事例がみられるようになってきたが、筆者は

これまで公営住宅の既存住戸活用を対象とした研究を

実施してきた。一定の効果がみられる一方で課題も明

らかになった、本稿ではそれらの結果を元に、更に大

規模な福祉活用の可能性について考察する。 
 
２．住戸活用の利点と問題点 

 建設期間と費用が不要で、安価な家賃で空き家であ

れば即使用が可能である。内装は家庭的で親しみやす

く、自治会や地域住民との接点も多いことが大きな利

点である。一方で問題点として、近隣との騒音トラブ

ルや空き家活用が前提の為、使用戸数が需要に比べて

少ない。加えて、自治体等の管理主体は本来の目的で

ある住戸使用を優先している点も問題として挙げられ

る。 
 
３．地方自治体の現状 

 公営住宅を管理する地方公共団体の置かれた状況は

非常に厳しい。少子高齢化や経済の停滞による税収の

減少、福祉や医療コストの増大、公共施設や設備の補

修・管理費用の確保等である。多くの地方公共団体は

管理費削減のため、如何に所有する公共施設を減らす

かが大きな課題となっている。中でも公営住宅に費や

す費用は多くを占めている。しかし、セーフティーネ

ットの観点から、住戸数の減少は難しい。来場者の少

ない歴史資料館等の廃止、施設の民間への移管等が行

われているが、住戸の減少を含めた居住支援の見直し

が急務である。 
 
４．大阪府の取り組み 

 府営住宅は管理戸数が非常に多く、３８市町に３８

２団地、１３．８万戸所有（平成２３年時点）してい

る。そこで、都市型高齢社会・人口減少社会における 

 
 
 
 
 
まちづくりに向けて、府営住宅ストックを活用し、地

域力の向上とまちへの活力再生を目指した「府営住宅

ストック総合活用計画」を策定した。 
１）要望に応じて市町に移管（原則無償） 
 現在、大阪市と協議中であり、平成２７年８月から

開始の予定である。 
２）１０年間で１万戸を削減 
 府民や団体からの反発が強く、現在は需要の低い団

地の空き室集約化5,000室を進めている。 
３）未利用地や空き住戸の活用 
・用地の売却・貸付 
 平成１２年から２５年までの用地活用は５２件で、

戸建て住宅が最も多く、住宅メーカーや不動産業者が

落札している。他にも、病院や高齢者施設用途の事例

もある。家電店や日用品点等の商業施設は土地の貸付

事業となっている（図１、図２）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・福祉施設の導入 
 老朽化した住宅の建て替えに際し、医療福祉センタ

ーや保育所、病院や特別養護老人ホーム等の福祉施設

と合築・併設した活用事例もある。他にも図書館や体

育施設、生涯学習センター等の施設種別もある。 
・空き家活用 
 募集倍率が低い空き住戸はグループホーム及びケア

ホームとして活用されており、府営住宅は全国で最も

多い活用戸数となっている。他にも、高齢者を対象と

した活動拠点として使用中である（表１）。 
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・空き駐車場活用 
 府営住宅に付属する駐車場は、平成２６年時点で約

80,000区画あるが、入居者の高齢化等を背景として需

要が低下している。１／４に当たる約 40,000区画が空

きとなっている。入居者の２区画利用や来客用として

使用しているが、空き区画は増加している。それらの

対策として、民間業者へ賃貸しコインパーキングやカ

ーシェアリング等の活用を行っている。空き区画を集

約することで大規模敷地を確保し、コンビニエンスス

トアへの賃貸事例もある（写真１）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．公営住宅の譲渡 

 大規模な福祉活用の可能性として、譲渡について考

察を行う。補助金等の交付を受けて建設された公営住

宅は、補助金等適正化法により目的外の使用や譲渡、

貸し付けや取り壊しが制限されている。しかし、国土

交通大臣の個別承認を受ける事で譲渡が可能となり、

公営住宅法４４条では一定年数を経過した後には、公

営住宅の使命を果たしたと捉え、処分や譲渡が可能と

なっている。 
（公営住宅又は共同施設の処分）   公営住宅法 

第四十四条  事業主体は、政令で定めるところにより、

公営住宅又は共同施設がその耐用年限の四分の一を経

過した場合において特別の事由のあるときは、国土交

通大臣の承認を得て、当該公営住宅又は共同施設（こ

れらの敷地を含む。）を入居者、入居者の組織する団体

又は営利を目的としない法人に譲渡することができる。 
(耐用年数) 
耐火構造：70年、準耐火構造：45年、木造：30年 

 譲渡は各地方公共団体でも条例等が整備されており、

法制度上は可能である。団地内の空き住戸を集約し、

１住棟を用途廃止後、社会福祉法人等の団体へ譲渡す

ることで、福祉活用戸数が増加し大規模な活用が可能

となる。また、問題点でもあった近隣との騒音トラブ

ルも避けられる。譲渡後も自治会や地域住民と連携し

地域との接点を維持することで、地域移行の効果があ

る。そして、福祉活用の一番の課題であった管理主体

の消極的な姿勢は、地方公共団体がクリアしたい管理

戸数・管理費の減少が可能となることで、活用の促進

が大いに期待できる。居住支援によるセーフティーネ

ットという課題も、住戸数は減少するが福祉へ活用す

る、支援は続けるということから、市民の理解も得ら

れやすい（図３）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６．今後の調査予定 

 更に詳しく関係法令を調査し、全国の公営住宅管理

主体を対象とした譲渡事例に関するアンケート調査を

実施する。また、管理戸数が多く１万戸を削減予定の

大阪府営住宅を対象とした詳細な調査やヒアリングを

予定している。他にも、譲渡先進事例があれば調査対

象とする。 
 
７．問題点 

 現時点で考えられる譲渡に関する問題点は下記２点

である。 
１） 耐震補強等やその他現行法規に適合させる工事

費の負担が考えられる。その費用の捻出が可能か。 
２） 今までの公営住宅研究や調査、既往研究では譲渡

に関する事例が非常に少ない。関係法令以外にも

譲渡に障害となる事案が考えられる。 

住宅名 所在地 活用内容 運営者 

立部住宅 松原市 福祉相談、行事活動 社会福祉法人 

朋来住宅 大東市 介護予防、孤立防止、行事活動 自治会 

前畑住宅 泉南市 地域サロン、見守り活動 ＮＰＯ 

春日住宅 寝屋川市 つどいの広場、子育て相談 ＮＰＯ 

表１ 空き家活用事例 

   
コインパーキング       コンビニエンスストア 

          写真１ 
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空き住戸活用 

図３ 空き住戸活用と譲渡活用の関係性 

譲渡活用 

自治体は住戸優先 

問
題
点 

拠点整備スピード遅 一棟使用、戸数多い 

近隣との音トラブル 住民トラブル減 

管理戸数・管理費減 

低予算、即時使用可 

親しみやすい内装 

住民との接点創出 

居住支援を福祉支援 

へ転換、市民の理解 

を得やすい 

利
点 

住戸のため利点継続 

住民の集まり、行事 

拠点の効果あり 

団地に１戸程度の使用 

大規模な福祉活用の 

可能性あり 

団地に１住棟の使用 


